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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第１四半期累計期間
第54期

第１四半期累計期間
第53期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 2,032,589 2,777,139 20,852,441

経常利益又は経常損失（△）（千円） △508,814 △326,724 1,082,326

四半期純損失（△）又は当期純利益（千円） △310,567 △219,658 583,085

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 470,494 470,494 470,494

発行済株式総数（千株） 8,197 8,197 8,197

純資産額（千円） 11,872,878 12,353,345 12,727,416

総資産額（千円） 18,835,338 19,145,249 20,488,627

１株当たり四半期純損失金額（△）又は当期

純利益金額（円）
△37.89 △26.80 71.14

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 22.00

自己資本比率（％） 63.0 64.5 62.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、復興需要等を背景に、緩やかな回復傾向もみられるものの、欧州政

府債務危機や円高の長期化、電力供給の制約等の懸念材料もあり、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移し

ました。

建設業界におきましては、公共投資、民間投資とも堅調に推移しましたが、景気の動向如何では、これらの建設投資

が減少するおそれもあり、予断を許さない状況となっております。

このような状況下にあって当社は、空調計装関連事業の新設工事においては、「既設工事に繋がる物件の受注」、

空調計装関連事業の既設工事においては、「営業力強化による受注量の拡大」、産業計装関連事業においては、「計装

及び付帯設備工事一括受注の増加」を対処すべき課題として掲げ、事業展開してまいりました。

業績の状況につきましては、受注高は、空調計装関連事業、産業計装関連事業とも増加し、6,766百万円（前年同期

比29.3%増）となりました。売上高は、空調計装関連事業の増加により、2,777百万円（同36.6%増）となりました。

損益面につきましては、売上高の増加に伴い、営業損失が333百万円（前年同期は525百万円の損失）、経常損失が

326百万円（前年同期は508百万円の損失）、四半期純損失は219百万円（前年同期は310百万円の損失）となりまし

た。

なお、当社は通常の事業の形態として、売上高及び利益の計上が第４四半期に集中いたしますので、第１四半期か

ら第３四半期までの各四半期の業績は、営業損失、経常損失及び四半期純損失となることが常態であります。

セグメント別動向の概況は次のとおりであります。

〔空調計装関連事業〕

空調計装関連事業につきましては、受注工事高は、新設工事において工場向け物件が、既設工事において事務所向

け物件が増加したこと等により、5,885百万円（前年同期比23.8%増）となりました。内訳は、新設工事が1,735百万円

（同72.3%増）、既設工事が4,149百万円（同10.8%増）でした。

完成工事高は、新設工事において病院・医療施設が、既設工事において工場、事務所向け物件が増加したこと等に

より、2,367百万円（同54.5%増）となりました。内訳は、新設工事が783百万円（同75.5%増）、既設工事が1,583百万円

（同45.9%増）でした。

　また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、61百万円（同17.0%減）となりました。

　総じて、空調計装関連事業の受注高は5,946百万円（同23.2%増）、売上高は2,428百万円（同51.2%増）となりまし

た。

〔産業計装関連事業〕

主に工場や各種搬送ライン向けに、空調以外の計装工事及び各種自動制御工事を行う産業計装関連事業につきまし

ては、受注工事高は、大型物件の計上を主因に、733百万円（前年同期比124.2%増）となりました。

完成工事高は、設備工事の減少等により、262百万円（同24.3%減）となりました。

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、85百万円（同7.7%増）となりました。

総じて、産業計装関連事業の受注高は819百万円（同101.4%増）、売上高は348百万円（同18.3%減）となりました。

　

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(3）研究開発活動

当社は、将来ビジョンである「New Design For The Next ～「計装」の総合力で、未来を拓く」の精神の下、本社

技術本部(平成24年７月１日付で事業本部に組織変更)を中心に、計装を中心とした様々な研究開発活動を行っており

ます。

計装エンジニアリング会社である当社の性格上、研究開発の内容は、シーズや基礎研究というよりは、様々な計装

技術の応用研究、基礎技術の汎用化研究などが中心となります。 

当第１四半期累計期間における研究開発費は、各セグメントに配分できない全社共通の費用で12百万円となりま

した。

主要な研究開発活動は、次のとおりであります。

①エネルギーモニタリングサービスの開発

オフィスビルやテナントビル、工場等のエネルギー情報を計測し、インターネットを利用してエネルギーの使用

状況や分析結果等をお客様に提供する「エネルギーモニタリングシステム」の開発を行います。

②各種ツールの機能強化、新規開発

作業効率の向上を目的として、最適な保全計画提案を支援する「中長期保全計画表作成ツール」の機能強化や

「ソフトウェア結線図作成ツール」、「工程管理ツール」、「中央監視装置のプログラム設定補助ツール」の新

規開発等を行います。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,790,000

計 32,790,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,197,500 8,197,500

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株

であります。

計 8,197,500 8,197,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数

（株）

発行済株式総数
残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減額

（千円）
資本準備金残高
（千円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
－ 8,197,500 － 470,494 － 316,244

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 1,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,194,500 81,945 －

単元未満株式 普通株式     1,800 － －

発行済株式総数 8,197,500 － －

総株主の議決権 － 81,945 －

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電技株式会社
東京都墨田区両国

2-10-14
1,200 － 1,200 0.01

計 － 1,200 － 1,200 0.01

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、1,291株であります。

　 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,970,981 2,960,514

受取手形・完成工事未収入金等 ※2
 7,431,025

※2
 4,460,539

有価証券 3,208,565 3,352,693

未成工事支出金 2,666,162 3,950,244

商品 16,999 16,559

材料貯蔵品 18,789 20,262

その他 516,687 649,937

貸倒引当金 △9,673 △5,823

流動資産合計 16,819,537 15,404,926

固定資産

有形固定資産 967,600 1,008,427

無形固定資産 220,637 207,988

投資その他の資産 ※1
 2,480,852

※1
 2,523,905

固定資産合計 3,669,090 3,740,322

資産合計 20,488,627 19,145,249

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,104,420 3,422,734

未払費用 884,429 647,275

未払法人税等 427,687 751

未成工事受入金 1,006,913 1,509,900

完成工事補償引当金 28,929 25,683

工事損失引当金 167,688 208,657

その他 417,687 238,077

流動負債合計 7,037,756 6,053,079

固定負債

退職給付引当金 452,110 460,128

役員退職慰労引当金 271,345 278,695

固定負債合計 723,455 738,823

負債合計 7,761,211 6,791,903

純資産の部

株主資本

資本金 470,494 470,494

資本剰余金 316,244 316,244

利益剰余金 11,990,104 11,631,109

自己株式 △875 △875

株主資本合計 12,775,967 12,416,973

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △48,551 △63,627

評価・換算差額等合計 △48,551 △63,627

純資産合計 12,727,416 12,353,345

負債純資産合計 20,488,627 19,145,249
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高

完成工事高 1,879,011 2,629,959

商品売上高 153,577 147,179

売上高合計 2,032,589 2,777,139

売上原価

完成工事原価 1,344,640 1,887,114

商品売上原価 107,890 104,426

売上原価合計 1,452,531 1,991,541

売上総利益 580,057 785,597

販売費及び一般管理費 1,105,619 1,119,509

営業損失（△） △525,561 △333,911

営業外収益

受取利息 3,989 3,650

受取配当金 7,986 7,923

その他 8,793 8,334

営業外収益合計 20,769 19,908

営業外費用

デリバティブ評価損 2,867 9,285

その他 1,155 3,436

営業外費用合計 4,022 12,721

経常損失（△） △508,814 △326,724

特別損失

固定資産除却損 124 3,469

投資有価証券評価損 － 4,664

特別損失合計 124 8,133

税引前四半期純損失（△） △508,939 △334,857

法人税、住民税及び事業税 1,800 1,800

法人税等調整額 △200,171 △116,998

法人税等合計 △198,371 △115,198

四半期純損失（△） △310,567 △219,658
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【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産 に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成24年６月30日）

投資その他の資産 29,920千円 31,277千円

　

※２．四半期会計期間末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであり

ます。
　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成24年６月30日）

受取手形 42,273千円 52,055千円

　

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成24年

４月１日　至平成24年６月30日）　

当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、第１

四半期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著しく多くなる

といった季節的変動があります。

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費の償却額は、次のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

減価償却費 43,731千円 36,805千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

配当金支払額

　
（決議）

　
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 204,905 25 平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

配当金支払額

　
（決議）

　
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 139,335 17 平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期
損益計算書
計上額
（注）2

空調計装
関連事業

産業計装
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 1,605,974426,6142,032,589 － 2,032,589

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 1,605,974426,6142,032,589 － 2,032,589

セグメント利益又は損失(△) △131,594 32,801△98,793△426,768△525,561

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△426,768千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

前第１四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期
損益計算書
計上額
（注）2

空調計装
関連事業

産業計装
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 2,428,495348,6432,777,139 － 2,777,139

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 2,428,495348,6432,777,139 － 2,777,139

セグメント利益 90,125 7,275 97,401△431,312△333,911

（注）１．セグメント利益の調整額△431,312千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第１四半期累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 37円89銭 26円80銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） 310,567 219,658

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 310,567 219,658

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,196 8,196

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年８月６日

日本電技株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 林　　達郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電技株式会
社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第54期事業年度の第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平
成24年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸
表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続きは、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電技株式会社の平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって
終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め
られなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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